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【ねらい】
　　このグラフは、貴社と他社の財務構造、損益状態を経営分析比率などによって比較
　　し、それらの動向をわかり易く表現しようとするものです。とくに最近の経済状勢
　　を考慮し、財務の安全性チェックを重視しました。
　　レーダー図には、50,100,150のように同心円が描かれていますが、これは％を意味
　　します。Ａ～Ｐの各項目の扇部分で、折れ線によって形成される「山」あるいは
　　「谷」が示す％値を、読みとってください。
　　この山・谷の％値は、次式のとおり、他社値を 100％としたときの貴社の伸び率
　　（増減率）を示します。
        山・谷の示す％　＝　貴社値　÷　他社値　×　１００
　　たとえば、「Ｃ．流動比率」を例にとって、貴社 150、他社 120の流動比率であっ
　　たと仮定しますと、次の計算により、山・谷の％は、 125です。
        １２５　＝　１５０　÷　１２０　×　１００
　　したがって、100 ％の同心円を基準にして、山・谷がその内側にあるか、外側にあ
　　るかによって、各項目の減少・増加が示されます。一般論として各項目とも外側
　　（100 ％以上）へ山・谷がある方が良好とみなせるよう設計してあります。
　　（１）山・谷が、100 ％の内側………貴社は他社より減少あるいは不良
　　（２）山・谷が、100 ％の外側………貴社は他社より増加あるいは良好

【今回はどのような比較をしているか】
　　今回の比較に使った基礎データは、次の期間の実績値です。
　　（１）当期とは………29年 3月までの12ヶ月実績値
　　（２）他社とは………他社の決算値です。
　　注１；当期が12ヶ月に満たない場合、売上、利益、付加価値などの、損益勘定につ
          いては、次式によって年間値に自動的に換算され、計算に使われています。
　　　　　年間換算値　＝　実績値　÷　経過月数　×　12
　　注２；資産、負債、純資産勘定については、当期の在高をそのまま12ヶ月目の在高
          とみなして、計算に使われています。

【安全性はどうか】
Ａ．手許流動性………………（手持ち資金は増えているか）
　　〔算式〕　手許流動性＝流動性現預金÷売上高×１２（月）
　　〔実績〕　貴社  0ヶ月    他社  2.13ヶ月    対比　 -2.13月
　　〔見方〕　即座に現金化できる手許の資金が、売上高の何ヶ月分に相当するかをみ
　　　　　　　るのが手許流動性です。他社よりも月数が大きいほど、手許資金は相対
　　　　　　　的に増え良好といえます。

Ｂ．当座比率…………………（当座資産は十分か）
　　〔算式〕　当座比率＝当座資産÷流動負債× 100（％）
　　〔実績〕　貴社   0.2％　　他社　　132.9％　　対比 -132.7％
　　〔見方〕　現預金・受取手形・売掛金などの「当座資産」が、１年以内に決済を必
            　要とされる「流動負債」を何％まかないえているかを示します。当座比
            　率の％値は高いほどよく、また、対比％が 100％を越え、山・谷が外側
            　に示されるほど良い傾向にあるといえます。

Ｃ．流動比率…………………（正味運転資本は増えているか）
　　〔算式〕　流動比率＝流動資産÷流動負債× 100（％）
　　〔実績〕　貴社 426.5％　　他社　　186.7％　　対比 239.8％
　　〔見方〕　資金繰が安定するためには、流動資産と流動負債の差額である正味運転
            　資本が増大する必要があります。
            　－－→　正味運転資本＝流動資産－流動負債
                　    流動比率とは、算式にみるとおり正味運転資本を比率化したも
              　      のです。
            　１年以内に現金化される流動資産と１年以内に決済を要する流動負債の
            　バランスをみるもので、 100％以上のとき資産が負債を上回わり、差額
           　 の正味運転資本が存在することになります。参考までに、貴社・他社の
           　 正味運転資本在高を示すと、
　　　　　　　　（ａ）貴社の正味運転資本………         32,125千円
　　　　　　　　（ｂ）他社の正味運転資本………        110,021千円
　　　　　　　　（ｃ）正味運転資本増減額………        -77,896千円
　　　　　　　となります。
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Ｄ．自己資本比率……………（低成長経済下では自己資本の充実が急務）
　　〔算式〕　自己資本比率＝自己資本÷総資本× 100（％）
　　〔実績〕　貴社   49.8％    他社   43.6％    対比    6.1％
　　〔見方〕　総資本（負債・資本の部合計に等しい）に占める自己資本の割合を示す
            　もので、この比率が高いほど安全性が高くなります。
            　

Ｅ．借入金依存度……………（借入金に頼っている割合は）
　　〔算式〕　借入金依存度＝（短期借入金＋長期借入金）÷ 総資本 × 100（％）
　　〔実績〕　貴社   27.0％    他社   31.9％    対比   -4.9％
　　〔見方〕　この比率は、総資本に占める短期借入金、長期借入金、の割合、つまり
            　借入に頼っている割合を示すもので、比率自体は低いほど良好といえま
            　す。
            　なお、レーダー図においては、外側に山・谷が来るケースを良好とみな
            　すよう〔算式〕の逆数を用いていますので他社よりも借入金依存度が低
            　下すると、 100％より外側に山・谷が来ます。

【成長性、生産性はどうか】
　　Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊの５項目は、収益成長性および生産性の伸びをみる指標です。
まず、Ｆ～Ｉの４項目は、他社実績と貴社実績を比較し、他社を100 ％としたとき
の貴社の％が山・谷で示されています。
　　　　　　　　　  　（貴社実績）　　     （他社実績）　　　（対比）
Ｆ．売上高……………         97,914千円          453,329千円   21.6％
Ｇ．粗付加価値………         50,052千円          131,916千円   37.9％
Ｈ．固定費……………         40,743千円          184,793千円   22.0％
Ｉ．経常利益…………          9,321千円           16,334千円   57.1％
　　注３；粗付加価値とは生産性を評価するうえで、付加価値という概念は重要なポイ
　　      ントになります。
　　　　　付加価値とは、貴社が該当の期間中に創出した価値のことで、種々の計算式
　　　　　がありますが、ここでは、売上高から外部購入原価を差し引き内部創出価値
　　　　　を算出する「控除方式」によっています。期首・期末棚卸高については、
　　　　　その差額を外部購入原価としています。
　　　　〔算式〕　粗付加価値＝純売上高－（外部購入原価＋外注加工費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　※細かくは、業種により異なります。
　　注４；固定費とは費用を２つに分解し、売上にスライドして増加する性格を持つ変
          動費と、売上にスライドせず固定的に発生する固定費とに分けそれぞれの動
          向を分析する手法は有効です。
　　　　　費用の分解方法には（ａ）科目指定法と、（ｂ）変動費率指定法とがありま
　　　　　す。外側に山・谷が来るケースを良好とみなすよう〔算式〕の逆数を用いて
　　　　　いますので、他社よりも固定費が減少すると、100％より外側に山・谷がき
　　　　　ます。この考え方は、次のＪについても同様です。

Ｊ．労働分配率………………（人件費が粗付加価値に占める割合）
　　〔算式〕　労働分配率＝人件費÷粗付加価値× 100（％）
　　〔実績〕　貴社   56.1％    他社   71.9％    対比  -15.8％
　　〔見方〕　粗付加価値は、大把みに言えば粗利です。その粗利の何割を人件費にさ
　　          いているかが労働分配率です。
　　　　　　　企業の成長のためには、利益や減価償却などによる付加価値の増大が重
　　　　　　　要であり、人件費のアンバランスな増大による付加価値の分配がないか
　　　　　　　チェックしたいところです。

【効率はよいか、債権、債務の滞留はないか】
Ｋ．棚卸資産回転日数………（在庫が多すぎないか）
　　〔算式〕　棚卸資産回転日数＝棚卸資産÷１日あたり売上高（日）
　　〔実績〕　貴社　 0日　　他社　　　0日　　対比　 0日
　　〔見方〕　棚卸資産回転日数とは、棚卸資産の有高が何日分の売上高に相当するか
              を示すものです。在庫は、少ない滞留で済むにこしたことはありません
　　　　　　　この日数が、他社よりも減少した場合は、〔算式〕の逆数をとり、
　　　　　　　山・谷が100 ％より外側に来るようにしてあります。
　　　　　　　この考え方は、次のＬ、Ｍについても同様です。年間は 0日と考え
　　　　　　　ています。

Ｌ．買入債務回転日数………（債務が増加傾向にないか）
　　〔算式〕　買入債務回転日数＝（支払手形＋買掛金）÷１日あたり売上高（日）
　　〔実績〕　貴社 0日　　他社　　　0日　　対比 0日
　　〔見方〕　支払手形、買掛金などの仕入によって発生する債務有高が、何日分の売
              上に相当するかを示します。買入債務の決済が速いほど、日数は短かく
              なります。

Ｍ．売上債権回転日数………（回収が滞っていないか）
　　〔算式〕　売上債権回転日数＝（受取手形＋売掛金）÷１日あたり売上高（日）
　　〔実績〕　貴社　0日　　他社　　　0日　　対比　0日
　　〔見方〕　売上債権の有高が、何日分の売上高に相当するかを示す指標です。売上
              債権の現金化のスピードが速ければ速いほど、この日数は短くなります

【収益性はどうか】
Ｎ．売上高経常利益率………（利益は伸びているか）
　　〔算式〕　経常利益率＝経常利益÷売上高× 100（％）
　　〔実績〕　貴社　  9.5％　　他社　　　  3.6％　　対比　  5.9％
　　〔見方〕　経常利益が伸びることが、企業成長の必須条件です。他社よりも伸びた
 　           場合、山・谷は 100％の外側に示されます。ただし、他社・貴社のいず
 　           れかが赤字の場合はレーダー上では０％の位置に示されます。

Ｏ．総資本経常利益率………（投下資本効率は）
　　〔算式〕　総資本経常利益率＝経常利益÷総資本× 100（％）
　　〔実績〕　貴社　 22.1％　　他社　　　  3.9％　　対比　 18.1％
　　〔見方〕　この比率は、投下総資本の利益効率をみるうえで、最も重要な指標です
　　          この比率が高いほど、企業活動の効率が良く、収益効率が良いことを示
　　          します。

Ｐ．売上総利益率……………（利益率が悪化していないか）
　　〔算式〕　売上総利益率＝売上総利益÷売上高× 100（％）
　　〔実績〕　貴社　 51.1％　　他社　　　 21.4％　　対比　 29.7％
　　〔見方〕　売上総利益率、つまり通称「粗利益率」そのものの変化をチェックして
　            います。仕入条件・製造コスト・プロダクトミックスなどの諸点の改善
　            が行なわれているか注意したいところです。
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